別紙　３
フロー図
※１　排出先・搬入・処分・搬出・処分先の一連のフローの概要図を記入して下さい。

※２　排ガス・排水等の処理フローの概要図を記入して下さい。

別紙　７
産業廃棄物保管施設の概要

	保管の種類
	□　処理前保管
	□　処理後保管

	所在地等
	保管する廃棄物
	保管
の
方法
	省令第10条の5の基準に適合する措置

	
	種類
	最大
保管
能力
	
	飛散に
対する
措置
	流出に
対する
措置
	地下浸透
に対する
措置
	悪臭の漏
出に対す
る措置
	害虫発生
に対する
措置

	（所在地）
(保管責任者)
（面積）
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添付書類：保管施設の構造を明らかにする図面（平面図、立面図等）　
注）処理前保管の数量は「当該産業廃棄物に係る処理施設の1日あたりの処理能力(以下、「処理能力」という。)×１４」を超えないこと。（木くず、コンクリートの破片にあっては「処理能力×２８」、アスファルト・コンクリートの破片にあっては「処理能力×７０」を超えないこと。）

別紙１０

誓約書
　　年　　月　　日
尼　崎　市　長　　様
（申請者）
住所
	
	


氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	


（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）
私及び私の使用人（政令で定める者に限る。）　　　当社、当社の役員、当社の使用人（同上）及び株主は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」第１４条第５項第２号イ、ロ、ハ、ニ、ホ及びヘのいずれにも該当していません。
また、産業廃棄物処理業　　　　特別管理産業廃棄物処理業の許可を受けた後は、法令等に従い適正かつ誠実に業務を遂行いたします。
なお、法令等に違反した場合は、いかなる処分を受けても異議ありません。
別紙１１
事業者・政令使用人・役員等名簿

	役職名等
	(ふりがな)
氏　名
	本籍地（※ 外国人の方は記載不要 ）

	生年月日
	
	現住所又は居住地

	
	
	

	　　　年　月　日
	
	

	
	
	

	　　　年　月　日
	
	

	
	
	

	　　　年　月　日
	
	

	
	
	

	　　　年　月　日
	
	

	
	
	

	　　　年　月　日
	
	

	
	
	

	　　　年　月　日
	
	

	
	
	

	　　　年　月　日
	
	

	
	
	

	　　　年　月　日
	
	

	
	
	

	　　　年　月　日
	
	

	
	
	

	　　　年　月　日
	
	


※　上記の者が廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第１４条第５項

第２号の規定に該当する場合は、許可することができない。
別紙１２

法人のみ
株主又は出資者名簿
株　主：株式会社の株主で、発行済株式総数の５／１００以上の株式を有するもの
出資者：株式会社以外の法人で、出資金総額の５／１００以上の額に相当する出資をしているもの
	発行済株式総数
	　出資金総額

	株
	円

	(ふりがな)
氏名又は名称
	生年月日
又は
設立年月日
	保有株式数又は出資金額
	本籍地（ 法人及び外国人の方は記載不要 ）

	
	
	総額に対する割合
	現住所又は居住地
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　※　上記の者が廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第１４条

第５項第２号の規定に該当する場合は、許可することができない場合がある。
別紙１３

従業員名簿
（　　　　年　　月　　日現在）
	氏名
	職名
	氏名
	職名

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	役員
	事務員
	運転手
	作業員
	その他
	合計

	
	人
	
	人
	
	人
	
	人
	
	人
	
	人


※　法人の役員は人数欄にのみご記入ください。
別紙１４

事業場の代表者である旨の申立書

　　年　　月　　日
尼 崎 市 長 様
（申請者）
住  所
	
	


氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
	
	


私（当社）は、下記の者が廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第6条の１０に掲げる使用人（事業所の代表者）であることを申し立てます。
記

	１
	職名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	２
	事業場の代表者である理由

	
	


※留意事項　  事業場の代表者となる条件
最低限、「申請者が行う産業廃棄物処理業務の契約権限が委任されていること」が必要です。
別紙１６

資産に関する調書
	項目
	評価見込額（千円）
	摘要

	土地
	　

　

　
	宅地
農地
その他
	　

　

　
	㎡

㎡

㎡

	建物
	　

　

　
	自宅
倉庫
その他
	　

　

　
	㎡

㎡
㎡

	車両
	　

　

　


	トラック
自家用車
その他
（　　　　　）
	　

　

　


	台

台

台



	有価証券
	
	株式等
	

	その他
	
	

	合計
	
	


別紙１７

理由書
　　年　　月　　日
尼崎市長　様
（申請者）
住所
	
	


氏名（名称）

	
	


私(当社)は、下記の理由で、直前３年の所得税(決算書及び法人税)の納付すべき額及び納付済額を証する書類のうち　　　年分は提出できません。
万一、この申立てが虚偽である場合は、許可を取り消されても異議ありません。
	
	理由
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


別紙１８

　　年　　月　　日
尼崎市長　様
（申請者）
	
	住　所
	


	
	氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）




同時申請（届出）に関する申立書
本申請（届出）における下記の添付書類については、　　　　年　　月　　日付で貴庁に同時に申請

新規許可申請書
（届出）した産　業　廃　棄　物特別管理産業廃棄物処分業・収集運搬業変 更 許 可 申 請 書更 新 許 可 申 請 書のものと共通しております

変更届出書
ので、写し(コピー)を添付します。
記
※　コピーを添付する書類のチェック欄に印をつけてください。
	チェック
	添付書類

	□
□
□
□
□
□
□
□
□
	事務所及び事業場等の位置図・写真
車輌・器材の写真
車輌・器材の使用権原を証する書類
法人登記事項証明書（法人）／住民票等（個人）
土地・施設の使用権原を証する書類
誓約書
役員及び政令使用人、株主等の住民票等（法人）／政令使用人の住民票等（個人）
事業の開始に要する資金計画書
納税証明書

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


別紙１９

特別管理産業廃棄物の性状の分析を行う設備の概要
	取り扱う

特別管理産業廃棄物
	分　析　設　備
	分析を行う者

	
	名　称
	メーカー
	機種名
	用　途
	

	(例)廃酸(pＨ2以下)
	pH計
	○○製作所
	○○-○○
	ｐHの測定
	尼崎　太郎

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


· １　性状の分析を行う設備については、申請者の処理施設内の設備であることが必要。

· ２　分析を行う者に必要な資格は次のとおり

1 　学校教育法に基づく大学（短期大学を除く。）、旧大学令に基づく大学又は旧専門学校令に基づく専門学校において、理学、医学、歯学、薬学、衛生学、工学、農学若しくは獣医学の課程又はこれに相当する課程を修めて卒業した後、6ヶ月以上水質検査又はその他の理化学検査の実務に従事した経験を有する者

2 　衛生検査技師又は臨床検査技師であって、6ヶ月以上水質検査又はその他の理化学検査の実務に従事した経験を有する者

3 　学校教育法に基づく短期大学又は高等専門学校において、理学、薬学、工学、農学の課程又はこれに相当する課程を修めて卒業した後、1年以上水質検査又はその他の理化学検査の実務に従事した経験を有する者

4 　①、②又は③に掲げる者と同等以上の知識及び技能を有すると認められる者

＊　３　分析を行う者が当該分析について十分な知識及び技能を有すること(上記資格)を証する書類を添付すること。(履修科目証明書、実務従事証明書等)
	
	
	
	
	許可

番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	副
	
	正
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	

	
	
	
	
	許可

番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	


別紙２０








